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単元株制度採用の有無  　  有（１単元１００株）

１. 18年 9月中間期の業績（平成 18年 4月 1日 ～ 平成 18年 9月 30日）
(1)経営成績 ［百万円未満切捨表示］

百万円 ％ 百万円 ％ ％

 18年 9月 中間期 24,625 4.9 1,431 44.5 37.0
 17年 9月 中間期 23,465 △ 2.4 991 16.4 1.6
 18年 3月 期 49,074 ─ 2,342 ─ ─

百万円 ％ 円　銭

 18年 9月 中間期 1,114 80.2 26.32 
 17年 9月 中間期 618 △ 4.5 21.88 
 18年 3月 期 2,164 ─ 50.48 
(注)①期中平均株式数     18年 9月中間期    42,349,366 株   17年 9月中間期    28,267,504 株

　　　　　　　　　　 　　18年 3月期　    　42,353,836 株

    ②会計処理の方法の変更　　 無

    ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前中間期増減率

    ④平成18年3月期の1株当たり当期純利益および潜在株式調整後1株当たり当期純利益は、平成17年11月18日をもって普通株式1株

　　　に対し普通株式1.5株の割合で株式分割を行いましたので、期首に当該株式分割が行われたと仮定して算出しています。

(2)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

 18年 9月 中間期 80,302 57,617 71.8 
 17年 9月 中間期 77,627 55,242 71.2 
 18年 3月 期 81,329 57,264 70.4 
(注)①期末発行済株式数   18年 9月中間期    42,367,043 株   17年 9月中間期    28,163,050 株

　　　　　　　　　　 　　18年 3月期　　　  42,335,532 株

    ②期末自己株式数     18年 9月中間期       370,625 株   17年 9月中間期       328,729 株

　　　　　　　　　　 　　18年 3月期　　　 　　402,136 株

    ③平成17年11月18日をもって普通株式1株に対し普通株式1.5株の割合で株式分割を行っています。

２. 19年 3月期の業績予想（ 平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日 ）
　

百万円 百万円 百万円

通　　期 49,300 2,780 1,920 
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   45 円 32 銭 

３. 配当状況
 　・現金配当 １株当たり配当金（円）

中 間 期 末 期　末 年　間
 18年 3月期 5.00 5.00 10.00
 19年 3月期（実績） 5.00 ─
 19年 3月期（予想） ─ 5.00
(注)　平成17年11月18日をもって普通株式1株に対し普通株式1.5株の割合で株式分割を行っています。

2,363

（当期）純利益

1,049

総  資  産 純  資  産 自己資本比率

10.00

1,359.97 

1,352.63 

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円

1,437

中間（当期）純利益
１株当たり中間

売   上   高 経　常　利　益 当期純利益

１株当たり純資産

1,961.52 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な要因によって
予想数値と異なる結果となる可能性があります。
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　中  間  貸  借  対  照  表　

[単位 百万円]

当　 中　 間　 期 前　 中　 間　 期 前            期

科        目 (平成18年9月30日現在) (平成17年9月30日現在) (平成18年3月31日現在)

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

( 資 産 の 部 ) ％ ％ ％

流  動  資  産 40,953    51.0 37,759    48.6 41,082    50.5

現 金 及 び 預 金 3,671     3,576     3,436     

受 取 手 形 12,761    10,918    11,169    

売 掛 金 10,263    11,736    11,579    

有 価 証 券 7,606     4,901     7,701     

原 材 料 3,780     3,743     4,022     

仕 掛 品 1,944     1,843     1,964     

貯 蔵 品 26        25        21        

前 払 費 用 56        101       38        

繰 延 税 金 資 産 773       696       710       

有 償 支 給 代 27        37        28        

そ の 他 196       333       580       

貸 倒 引 当 金 155△      154△      169△      

固  定  資  産 39,349    49.0 39,867    51.4 40,246    49.5

26,912    33.5 27,262    35.1 26,670    32.8

建 物 11,842    12,397    12,016    

構 築 物 736       845       770       

機 械 装 置 1,279     1,123     1,140     

車 両 運 搬 具 46        45        37        

工 具 器 具 備 品 291       264       249       

土 地 12,660    12,482    12,379    

建 設 仮 勘 定 56        101       75        

333       0.4 381       0.5 349       0.4

電 話 加 入 権 20        20        20        

そ の 他 313       360       328       

12,102    15.1 12,224    15.8 13,227    16.3

投 資 有 価 証 券 5,335     5,331     6,052     

関 係 会 社 株 式 3,274     3,205     3,595     

投 資 損 失 引 当 金 275△      -         -         

長 期 貸 付 金 1,024     799       746       

長 期 営 業 債 権 78        137       116       

長 期 前 払 費 用 993       1,133     1,059     

そ の 他 1,730     1,716     1,722     

貸 倒 引 当 金 60△       99△       66△       

80,302    100.0 77,627    100.0 81,329    100.0

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

資 産 合 計
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　中  間  貸  借  対  照  表　

[単位 百万円]

当　 中　 間　 期 前　 中　 間　 期 前            期

科        目 (平成18年9月30日現在) (平成17年9月30日現在) (平成18年3月31日現在)

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

( 負 債 の 部 ) ％ ％ ％

流　動　負　債 14,387    17.9 13,512    17.4 15,224    18.7

支 払 手 形 1,975     1,867     2,094     

買 掛 金 7,307     8,058     8,271     

１ 年 以 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

1,000     -         1,000     

未 払 金 43        109       37        

未 払 法 人 税 等 968       518       927       

未 払 消 費 税 等 179       95        298       

未 払 費 用 1,690     1,571     1,583     

前 受 金 149       302       81        

預 り 金 534       524       509       

前 受 収 益 3         10        10        

製 品 保 証 引 当 金 534       453       410       

固　定　負　債 8,296     10.3 8,872     11.4 8,840     10.9

長 期 借 入 金 -         1,000     -         

長 期 未 払 金 -         6         -         

長 期 預 り 保 証 金 4,323     4,263     4,292     

退 職 給 付 引 当 金 1,642     1,671     1,688     

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 204       217       251       

長 期 前 受 収 益 401       444       427       

繰 延 税 金 負 債 1,724     1,269     2,181     

22,684    28.2 22,385    28.8 24,064    29.6

( 資 本 の 部 )

資　　本　　金 -         - 11,899    15.3 11,899    14.6

資 本 剰 余 金 -         - 11,718    15.1 11,718    14.4

資 本 準 備 金 -         11,718    11,718    

利 益 剰 余 金 -         - 30,556    39.4 31,923    39.3

利 益 準 備 金 -         546       546       

圧 縮 積 立 金 -         1,932     1,932     

別 途 積 立 金 -         26,534    26,534    

中間（当期）未処分利益 -         1,543     2,910     

-         - 1,500     1.9 2,072     2.5

自  己  株  式 -         - 432△      △0.5 349△      △0.4

-         - 55,242    71.2 57,264    70.4

-         - 77,627    100.0 81,329    100.0

負　 債　 合　 計

資　 本　 合　 計

負 債 ・ 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金
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　中  間  貸  借  対  照  表　

[単位 百万円]

当　 中　 間　 期 前　 中　 間　 期 前            期

科        目 (平成18年9月30日現在) (平成17年9月30日現在) (平成18年3月31日現在)

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

株　主　資　本 56,084    69.9 -         - -         - 

資　　本　　金 11,899    14.8 -         - -         - 

資 本 剰 余 金 11,718    14.6 -         - -         - 

資 本 準 備 金 11,718    -         -         

利 益 剰 余 金 32,786    40.9 -         - -         - 

利 益 準 備 金 546       -         -         

32,240    -         -         

圧 縮 積 立 金 2,422     -         -         

圧 縮 特 別 積 立 金 253       -         -         

別 途 積 立 金 27,434    -         -         

繰 越 利 益 剰 余 金 2,130     -         -         

自  己  株  式 320△      0.4 △ -         - -         - 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,533     1.9 -         - -         - 

その他有価証券評価差額金 1,534     1.9 -         - -         - 

繰延ヘッジ損益 0△        0.0 △ -         - -         - 

57,617    71.8 -         - -         - 

80,302    100.0 -         - -         - 負 債 純 資 産 合 計

( 純 資 産 の 部 )

そ の 他 利 益 剰 余 金

純　 資　 産　 合　 計
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　中  間  損  益  計  算  書　

[単位 百万円]
当　中　間　期 前　中　間　期 前          期
自　平成18年4月 1日 自　平成17年4月 1日 自　平成17年4月 1日

科         目 至　平成18年9月30日 至　平成17年9月30日 至　平成18年3月31日

金　額 百分比 金　額 百分比 金　額 百分比

％ ％ ％
24,625   100.0 23,465   100.0 49,074   100.0
19,244   78.2 18,608   79.3 39,119   79.7

売 上 総 利 益 5,381    21.8 4,857    20.7 9,955    20.3
3,949    16.0 3,866    16.5 7,612    15.5

営 業 利 益 1,431    5.8 991      4.2 2,342    4.8
205      0.8 206      0.9 368      0.7

受 取 利 息 及 び 配 当 金 161      151      240      
雑 収 入 43       55       127      

200      0.8 148      0.6 347      0.7
支 払 利 息 41       45       84       
雑 支 出 158      102      263      

経 常 利 益 1,437    5.8 1,049    4.5 2,363    4.8
803      3.3 161      0.7 1,821    3.7

固 定 資 産 処 分 益 0        0        1,628    
投 資 有 価 証 券 売 却 益 -        158      158      
関 係 会 社 株 式 売 却 益 788      -        -        
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 14       2        0        
ゴルフ会員権貸倒引当金戻入益 -        -        34       

332      1.3 267      1.2 649      1.3
固 定 資 産 処 分 損 11       6        48       
投 資 有 価 証 券 売 却 損 -        -        12       
投 資 有 価 証 券 評 価 損 7        -        -        
早 期 退 職 優 遇 金 -        6        9        
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 -        2        28       
ゴルフ会員権貸倒引当金繰入損 -        0        -        
ガス化溶融施設特別研究費 -        -        297      
減 損 損 失 32       131      131      
創 立 50 周 年 記 念 費 用 -        119      119      
投 資 損 失 引 当 金 繰 入 損 275      -        -        
そ の 他 4        -        -        

税引前中間（当期）純利益 1,909    7.8 942      4.0 3,535    7.2

法人税、住民税及び事業税 946      3.9 484      2.1 1,025    2.1
法 人 税 等 調 整 額 151△     △0.6 159△     △0.7 346      0.7

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 1,114    4.5 618      2.6 2,164    4.4

前 期 繰 越 利 益 -        1,011    1,011    

中 間 配 当 額 -        -        140      

自 己 株 式 処 分 差 損 -        87       125      

中 間 （ 当期）未処分利益 -        1,543    2,910    

営 業 外 費 用

特　別　利　益

特　別　損　失

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益
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　　中 間 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書　　

[単位 百万円］

株　　　　主　　　　資　　　　本

資本剰余金 利　 益　 剰　 余　 金

資 本 金 自　己 株主資本

資本準備金 利益準備金 圧　縮 圧　縮 別　途 繰越利益 株　式 合　計

積立金 特別積立金 積立金 剰余金

平成18年3月31日残高 11,899  11,718  546     1,932   －      26,534  2,910   △349   55,191  

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当（*）                                                 △211           △211   

圧縮積立金の取崩（*）                         △29                    29              －      

圧縮積立金の積立（*）                         519                     △519           －      

圧縮特別積立金の積立（*）                                 253             △253           －      

別途積立金の積立（*）                                         900     △900           －      

役員賞与の支払（*）                                                 △26            △26    

中間純利益                                                 1,114           1,114   

自己株式の取得                                                         △1     △1     

自己株式の処分                                                 △13    30      16      

中間会計期間中の変動額 合計 －      －      －      489     253     900     △779   28      892     

平成18年9月30日残高 11,899  11,718  546     2,422   253     27,434  2,130   △320   56,084  

（注） （*）は平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

[単位 百万円］

評 価 ・ 換 算 差 額 等

そ の 他 純 資 産

有価証券 繰延ヘッジ 評価・換算

評価差額金 損　益 差額等合計 合　計

平成18年3月31日残高 2,072   －      2,072   57,264  

中間会計期間中の変動額

株主資本の変動額 892     

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純額） △537   △0     △538   △538   

中間会計期間中の変動額 合計 △537   △0     △538   353     

平成18年9月30日残高 1,534   △0     1,533   57,617  

そ の 他 利 益 剰 余 金
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 ＜ 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 ＞

  1. 資産の評価基準及び評価方法
       (1)有価証券 ①満期保有目的の債券・・・・ 償却原価法（定額法）

②子会社及び関連会社株式・・ 移動平均法による原価法
③その他有価証券
　時価のあるもの・・・・・・ 中間決算日の市場価格等に基づく時価法

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定

　時価のないもの・・・・・・ 移動平均法による原価法

       (2)たな卸資産 ①原材料及び仕掛品・・・・・ 総平均法による原価法
②貯蔵品・・・・・・・・・・ 最終仕入原価法による原価法

　2. 固定資産の減価償却の方法
       (1)有形固定資産　 建  物 定額法

その他 定率法  なお、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産に
        ついては一括償却資産として3年間均等償却

 　    (2)無形固定資産　　　　　　 定額法  なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用
        可能期間(5年)に基づく定額法

  3. 引当金の計上基準
       (1)貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しています。

       (2)投資損失引当金 関係会社への投資に対する損失に備えるため、その資産内容等を検討して必要と認め
られる額を計上しています。

       (3)製品保証引当金 製品のアフターサービス費及び無償修理費の支出に備えるため、過去の実績に基づき
当中間期負担額を計上しています。

       (4)退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しています。
なお、数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（10年）による定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業
年度より費用処理しています。

       (5)役員退職慰労引当金 役員及び執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額
を計上しています。

  4. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
     外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。

  5. リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

  6. ヘッジ会計の方法　 
     ①ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっています。

振当処理の要件を満たしている為替予約等については、全額振当処理を行っています。
金利スワップについては、特例処理の要件を満たす場合は特例処理を行っています。

     ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ａ．ヘッジ手段・・・・・・為替予約
    ヘッジ対象・・・・・・外貨建金銭債務
ｂ．ヘッジ手段・・・・・・金利スワップ
    ヘッジ対象・・・・・・手形割引

     ③ヘッジ方針 外貨建の契約の締結時に先物為替予約を行うことを基本方針とし、実需の範囲内に、
また金利スワップについては、手形割引残高の範囲内に限定しています。

     ④ヘッジの有効性評価の方法 金利も含めた相場変動幅すべてをその評価対象に含めています。
ただし、特例処理によっている金利スワップについては有効性の判定を省略しています。

     ⑤その他リスク管理方法の 為替予約及び金利スワップ取引の管理は、財務部にて行われており、取引に当っては
     　うちヘッジ会計に係るもの その都度「社内規程」に基づき財務担当役員の承認を受けて実施し、また、月次報告

等により内部統制を機能させリスク管理を行っています。

  7. その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
  　 ① 収益及び費用の計上基準 売上高のうち、工期が１年を超え、かつ請負金額が２億円以上の環境事業プラント

工事については、工事進行基準を採用しています。

  　 ② 消費税等の会計処理 税抜方式によっています。
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 ＜ 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 ＞

  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）
　　 当中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日
　　 　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員
　　 会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用しています。
　　 これによる損益に与える影響はありません。
　　 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は57,618百万円であります。
　　 また、前中間会計期間において「資産の部」の「その他」に含めて表示していました「繰延ヘッジ損失」は、当中間
　　 会計期間から税効果調整後の金額を「評価・換算差額等」の内訳科目の「繰延ヘッジ損益」として表示しています。
　　 なお、前中間会計期間の繰延ヘッジ損失について、当中間会計期間と同様の方法によった場合の金額は６百万円であ
　　 ります。
　　 中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間財務諸表は、改正後の中間財務諸表等規則により作
　　 成しています。

 ＜ 表示方法の変更 ＞

　（中間損益計算書）
     前中間会計期間において特別損失に表示していました「早期退職優遇金」および「ゴルフ会員権貸倒引当金繰入損」
     は金額が僅少なため、当中間会計期間より特別損失の「その他」に含めて表示しています。なお、当中間会計期間の
　　 特別損失の「その他」に含まれる「早期退職優遇金」は２百万円、「ゴルフ会員権貸倒引当金繰入損」は２百万円で
　　 あります。

 ＜ 注  記  事  項 ＞

　（中間貸借対照表関係） 当中間期 前中間期 前　期

    (1) 有形固定資産減価償却累計額 17,109 17,234 16,757 百万円
    (2) 担保に供する資産 3,803 3,960 3,880 百万円
        担保付債務 4,423 4,433 4,428 百万円
    (3) 保証債務残高 5,441 5,592 5,686 百万円
    (4) 受取手形割引高 2,069 2,069 2,069 百万円
    (5) 中間会計期間末残高に含まれる
        中間会計期間末日満期手形 受取手形 391 － － 百万円

　（中間損益計算書関係）

    (1) 減損損失
当中間会計期間において、以下の資産グループについて減損損失を計上しています。

用　　途 種　　類 場　　　所 減 損 損 失

遊休資産 土地 青森県八戸市他（2件） 23 百万円   

売却予定資産 土地・建物 静岡県伊東市 9 百万円    

当社では、事業資産につきましては管理会計上の区分を基準に、賃貸資産及び遊休資産および売却予定資産につ
きましては個別物件単位で、また本社・福利厚生施設等に関しては共用資産として、資産のグルーピングを行な
っています。
その結果、時価が下落している遊休資産については、当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、また売却
予定資産については正味売却価格まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しています。その内
訳は土地 30百万円、建物 ２百万円であります。
なお、当該遊休資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、路線価又は固定資産税評価額を合理的
に調整した価額により算定しています。

　（中間連結株主資本等変動計算書関係）

     (1) 自己株式に関する事項

株式の種類 前 期 末 増加 減少
当 中 間
会計期間末

普通株式（株） 402,136     1,221       32,732      370,625     

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加 1,221株は単元未満株式の買取りによるものであります。

　　　普通株式の自己株式の株式数の減少 32,732株はストック・オプションの行使に伴う減少 32,550株、

　　　単元未満株式の売渡しによる減少 182株であります。
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　リ ー ス 取 引 関 係　

　　ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しています。

　有  価  証  券  関  係　

  当中間会計期間末（平成18年9月30日現在）

  　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

  前中間会計期間末（平成17年9月30日現在）

  　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

  前連結会計年度末（平成18年3月31日現在）

  　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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